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ロシア農奴解放期における教会付属学校

と西部諸県の「国氏学校」

塚本智宏

UepKOBHO・npH){O瓦CKHeIlIK9JIbI H "Hapo江HbIe IlIKOJIbI" B 3anaJJ:HbIX 

ry6epHHnX B nepHO瓦 KpeCTb兄HCKO設pe中O;JMbIB POごCH河.

THXOpO UyKaMoTo 
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はじめに

本稿の課題は， 1860年代ロシアにおいてツアーリが宗務院・正教教会を通じて展開した教会付

属学校政策と教育省が他の世俗諸官庁(特に内務省及び農奴解放令実施諸機関)との連携のもと

に創設，展開したいわゆる西部諸県での f国民学校」政策の醸の関連を暁らかにするζとにある 1)。

教会付属学校は， 1860年代の初等学校改革に関わる歴史的評価において重要な位置を占めて来

た。その評価とは，この1860年代の初等学校改革が改革前の「古しリ， r特権的な」ものと「新し
いJ，rフeルジョア的Jなものとを開時に持ち合わせた「二重性Jを有していたというものであり，
その際に，教会付属学校はその「古しリ学校(僧侶の特権lζ墓づき開設される学校)であり，新

たに開設権を与えられた私人や団体による学校が創設される一方で、，教会付属学校は f温存Jさ

れたのだという評価である21 つまり，この評価では，教会付属学校が改革の不徹底さを示す存

在としてまた吉いものがそのまま維持されたことを示す存証として，位寵づけられている。この

「混存」という評価は， ζの学校の「特権J性という点に限るなら誤りとはいえないが，もし，

f古し、Jものが「温存jされたというのであればそれは再検討の必要があろう。本論でみるよう

に，教会付属学校は， 186?年代の以前と以後において，明確に変化しているし， 1860年代以降の

教会付属学校は， r混存」されたと評価される程の低い政策的位置づけにはなかった。むしろ，
ζの時期以降，それは初等学校としての重要な位置づけを与えられるのであるh
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以上のζとは，教会付属学校の来し方を検討するなかで暁らかにされるが， ζの学校が帰趨を

関われたζの1860年代のロシアでは，いわゆる「教会学校jと「世俗学校jの複雑な対立が起ζ

り，その乙とが初等学制改革全体への強い影響を与えることになるのである。

農奴解放令の公布以降，農民連動の急激な高揚とポーランドの革命運動の動きは，特iζ，ロシア

の商都議県(現在のソ逮邦のうちのリトヴア，白ロシア，ウクライナ西部の三地域に担当する)

に深刻な影響を及iますが，教会付属学校と世俗議官庁の初等学校との対立は，この地域で早くか

ら生ずる ζ とになる4)。それは，乙の地域でいち早く，教育省の「国民学校j政策が開始される

ようになることと関連している。その擦に教育省は舟務省との協力においてその展開を試みるが，

ζれら両省と地方の宗務監督庁，そして，乙れら三者といわゆる「ポーランド賞族」層との対立

関係が，西部諸県での初等学校改革の動向に皮映するものとなる。乙こでは，ロシア特有の.r教

会学校Jと「世俗学校Jの対立，政策矛盾のあり様を明らかにするとともに，中央部ロシアの初

等学校行政区域の三区分，分離の過程を示すことになる。

注

1)宗務院については本論で述べるが， ζζでいう「正教Jとは，我が国では一般にギリシア正教と呼ばれ

ているものであるが，原語(npaBoc.1aBHe)Ir.則して「正教Jとした。

2)ζの評{阪は伝統的であるが乙れについては以下を参照。 KOHCTaHTHHOB，H. A.. Me，rr凶HCKH!i， E. H.， 

出泌氏自a，M. <T.， l1CTOpHH ne，ll.arOrHKH， H3，l1.. T伊Tbe，M.. 1982， CTp. 246. 

3)教会付属学校 (UepKOBHO♂pHXO且CKa!l UIKOJJa)が，学校法のレベルで規定されるのは， 1860年代(18

64年初等IE民学校規程の第2条において)がはじめてであるしさらに，それが独自の学校法として規

定されるようになるのは.1880年代(1884年の「教会付属学校学校規則J)においてである。

4) 乙の時期の農民運動およびポーランドの革令運動についてはさしあたり以下を参照。菊地~典，rロシア
農奴解放の研究.!I. 1964年，彼茶の水害書房;ぺ・ア・ザイオンチコーフスキー著，増悶寓害等・鈴木健夫

共訳， rロシアにおける農奴制の廃止J，1983年，早稲悶大学出版部;阪東宏， rポーランド革命史研究J，
1969年，青木護活。

第1章 f国民学校J改革における教会付属学校の位置

第1節 農奴解放輸の教会・教会付篤学校

教会付属学校は， 1860年代の学校法と1884年の f教会付属学校規制」によって闇有の法的基礎

を有するζとになるが，そもそも1836年10月29日付宗務院令「村落住畏子弟の初歩的学習に関す

る規制Jがその創出の基盤であった。 1860年代に宗務践がζの規制の実施を再確認することを後

にみるが，宗務院の管轄下の乙の教会付属学校は，農奴解放前の専制体制においてどのような位

盤を占めるものとなっていたのであろうか。まずは，宗務院を通じての乙の初等学校政策の意味

するものについて，概観しておく乙とが必要で、あろう。

はじめに， ζの学校の所轄機関である宗務院・正教教会について述べてお乙う。

既lζ専制政府は， 18世紀初頭のピョートルの改慈期に，教会を統轄する項点としての総主教の

座を廃し，その代わりに，複数の高位僧によって構成されると乙ろの宗務院委設置し，さらに ζ

れを監視するための世俗の宗務院総長職を設聾する乙とによって，教会権力の弱体化を図った110

その後， 19世紀の初頭の中央行政改革期(省庁昔話が採用され，教育省は1802年に設される)には，

以前宗務院が有していた他の最高国家機関との直接の交渉権を奪い，その交渉を宗務院総長を通
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じてのみ許可するζととした2)。ζ うして，教会権力はツアーリ権力との関連において徹底的に

その地位，発言権を低められていた。しかし，他方，ツアーリは正教会の長(1797年より)として

君臨するようになり.1830年代はじめに編纂されたロシア宇野舗装本国家法典第42条では.r皇帝は

キリスト教関王として，信仰教義の最高の庇護者でありかっ守護者であり，正統的信仰と教会に

おける聖なる整斎の監視者であるjと規定されるに至った3)。

18世紀から19世紀のはじめにかけて，ツアーリズムは，教会権力を弱体化させつつ，乙れを自

らの体制内に組み込んでいくが，今度は，その体制内において保護，育成を自指すようになる。

ツアーリズムと教会の関係について.18世紀は，例えば教会館の国有化など，教会への一定の制

限的措置を特徴としたが.19世紀には，教会の威厳の強化，教会の経営i乙関する援助や教会の法

的な秩序の整備に関する措置(例えば，正教僧侶の物質的状況や法的な地位の改善に関する方策

や正教教義の普及強化lζ関する援助)がとられるようになる4)0 19世紀の前半は，ツアーリズム

にとっての教会の位置が，上記の方向で定まった時期とみてよい。乙の時代iζ，特に農村社会の

掌握のために，正教教会はその宗務行政域を次第に拡大しつつあり，また，末端の教匹司祭は，

単なる布教者ではなく，下陽身分大衆の出生，婚姻，死亡の登録業務を担う，教会の「芭大な官

僚箪」を形成するようになる。宗務焼をその中央機関として，ほぼ県レベルiζ，正教管区監督簡

を置き， ζれが各教区の教会を統轄した。政府は.1840年代に，その教箆の僧侶lζ，教会従事者

定員法に基づき，物質的保障を開始している。農奴解放期までについてみると.1841年に，ツア

ーリ政府は，国庫より地方の宗務監督庁5)，ζ1.119.631 ルーブルを支出したが，その舗は.1850 
年に 3.804.300ルーブル.1861年には 5.028.364ルーブルへと諺れあがった6)。また.182往年に

37であった管芭数も.1861年には58へと増加し，教会の布教・日政範圏を著しく拡げ¥1862年

までに，教会教は37，428.司祭は37，409人(輔祭は12.153人，その他の教会従事者は64.105人)

となっていた8)。この教会の普及は，かなりのものとみてよいだろう。 ζの点l乙関わって現代ソ

ビエトの史家グレクローフが次のような数字を挙げている。当時の医者 l人に対して人口43.000

人，同じく初等学校 l校に対して人口 8.435人(モスクワ県の場合)であったのに対して教

会に対し人口 1.375人という比率であったh

こうして，ツアーリズムは，宗務院一正教管思監督局一教会を通じて望その体制の護持を図り，

農村掌援への足場を掴めていった。 1830-40年代以降，国有地村落や皇謹領村落において村落学

校の普及が呂指され，そこで僧自の関与，協力が求められるようになるが，教会に付属した学校

も， ζれらとほぼ同じ時鰐iζ生まれて来たものであった10)。

1830年代の後半に，国有地での農民改革が始められた際に，関有財産相キセリョーフ (KIrCeJleB，

f1. 立コは，その地の村落教産学校の普及のために宗務践の協力を求めて，宗務院総長l乙，次の

ような文書を送った。「特に基本的な正教信仰の慕礎に立って，村落階層に宗教教育を普及する

ためには，教区学校での村落青年の学曹を村落の司祭の任務とする ζとは最も信頼のおける方法

ではないだろうか11)JとO ツアーリは， ζのキセリョーフの提案に向議していたが.1838年に宗

務院総長プロターソフ :npOTaCOB)は，宗務院に対して以下のような提案をしている。(ニコライ

1世皇帝は，国有財康相の提案に基づき，村落青年の宗教教育の必要に特に関心を払われており，

ζれは他ならぬ村落の僧{呂を介してのみ成功を収めることができるとお考えになっておられるJ

とツアーリの意志を伝えた後，ツアーリが掴有財産相に対し，当該問題につき宗務監督庁と世俗

官庁とがどのような方策を採用し得るのか，宗務院総長と協議するよう，求めていたことを伝え

ていた問。 ζの協議ののち，キセリョーフの提案が宗務院にも受け入れられ.1840年5月には，
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僧侶養成機関である神学セミナリアの「教育部門JI乙関する改革が行なわれた。乙の改革は，の

ちにマリノーフスキーの記すと ζろよれば，僧{日養成のための神学セミナリアを f教育者Jつま

り教員という新たな任務にも対応し得るように企画したものであり，ピョートルの改革期以来100

年以上にわたって，ツアーリによって無視され続けて来た僧侶の「教育活動Jをそ乙ではじめて

認めたのであった13)。

以上のような鵠有地での農民改革との関連において展開される僧描の村落学校への関与とは到

に，僧{自の一般的任務として，村落住民の子弟の「学習jにあたる乙とを規定していたのが本節

の昌頭で触れた 1836年 10月 29日付の「規制j である。この「規~IJJ は. 1841年3月27日付宗務正

教管区監督局法(第14条)と並んで，この種の学校の展開の制度的基礎として.1860年代までそ

の効力を持ち続けることになる。後者は，教区僧侶の任務遂行を統轄する各管区レベJレの主教の

一般的任務lζ関するもので，その第14条において.r地方正教監督問の長は，教亙僧侶が簡易で、
園長生活iζ適した学校を教会iζ付属して設立，維持するζとを配慮し奨励することを任務とす

る14)J (傍点は引用者)と競定している。

他方， 1836年10月29日付「焼則Jは，教区僧侶の「村落住民子弟の初歩的学習JI乙関わる具体

的な任務を規定している。乙の「規制」は第9項目から成っている。以下に主要な条項を引用す

る。

1. 村落住民子弟の初歩的学習の任務は，教区僧侶の任務であり，教区僧関は自己の資金と場

委，子弟の信心と敬神lζ導くその絶対的任務の遂行のために，行使しなければならない。

3. 教藍子弟の学習のためには，正教監督主教の裁選によって，地方司祭あるいは輔祭また時

には下僧が，その必要と能力に応じて任命される。

5. 教会語，世俗語の読み方を学ばせ，また望む者には，書き方を学ばせる。その際，生徒逢

は.::tの祈り，教義解説，十戒，宗詩……(中略)……をそらで学ばなければならない。教

える者は，これに教理問答からの手短かで最も簡単なそれらの説明と聖史からの最も重要な

説話を加える。そこでは，学校のような不自然、さではなくまた文字どうりの暗記ではなくし

て，繰り返しその都度，会話や語りの形で，その説明や説話を伝授する。

7. 必要と考えた場合には，学習の科目に算数の初歩を加えることができる。

8. 通常の学習期額は，畑仕事の秋期末より春先にかけて，例えば9月1E3より 5丹i日まで，

継続されなければならない。夏期には，生徒は，祝祭日毎i乙午食の後，祈りと教理問答と聖

史の学習のために，また平日には農作業が許す眠りで，度々，簡をおきつつ，集められる。

9. 教科書，アルファベット表，日読祈とう書，詩編，及びキリスト教教理初歩は，教会の財

源で備えることができ，教会のものと見なし得るl針。(傍点は筆者)

ζこに鳴らかなように，乙の学校での「学習jは.r信心と敬神iζ導く」と ζろの宗教教育を
主援としており，その内容は，第5項にある「教理問答Jの説明と「聖史Jからの説話(乙れら

は他の官庁の学校では「神の法」と呼ばれていたものである)を中心とするものであった。読み

書き算はかろうじて規定されているものの.r書き方jは望むものに対してだけであったし.r算
数Jは，教会の僧倍が「必要と考えた場合Jにのみであった。実擦，僧{呂は算数の授業はほとん

ど成し得なかった。そこで「教える者Jとして，神学セミナリア出の司祭の他， ζれを助ける下

位の僧.r輔祭Jや「下僧jを，特に司祭の本来の織務の遂行lζ困難をきたす場合を考慮して，
予定したが，そのことも，教科の枠をせばめるものになったであろう。

ζうしてツアーリ政府は，宗務院を通じて，教会のみならず教会に付属した学校を通じて，農
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村の，その子弟にまでも，宗教政策を貫徹することを試みていた。 ζの教会に付属した学校の数

は，宗務院の報告によれば， 1837年の 100校から1853年の 4，820校(生徒数98，260人)へと急増

したが，しかし，その臨後から減少し始め， 1857年には， 2，270校へと半減し，農奴解放躍前ま

でに，その数は減少しつつあった問。

以上，ツアーリズムと教会・僧招及び教会付属学校との関係について概観して来た。 ζζでさ

らにみておかなければならないζとは，この宗務院の管轄下の教会付属学校と教育省管轄の初等

学校 (1教底学校J)との関係である。この関係について法制度上の規定はない。しかし，先にみ

た1836年の「規制」が制定される際に，教育省は乙の「規則jで規定されると ζろの学校に対し

て以下のような見解ぞ示していた。それは， ζの学校が本来ならば，一般法，つまり1828年の「大

学管下ギムナジア及び諸学令Jにおいて規定されているところの f教思学校Jであり，教育省の

地方行政機関であると ζ ろの「定員内視学JIζ従属すべき学校であるが， 1かかる場合に政府に

よって追求されている特別の自的」を考慮して，間規制の実施にあたっては，宗務監督庁から教

育省の側l乙学校の資料を毎年提出するだけでよいというものであった17)。教育省は，当時村落学

校を管轄にほとんどおさめておらず，また，これを統轄する政策上の見通しをもっていなかった。

教育省は，この「規則JI乙慕づく学校が農村へのま教の普及を課題とした宗教政策上の「特別の

目的jを脅したものと判断し，自らはこれに子渉しないとの見解を示したのである。 ζの結果，

教育省と宗務院の各々の初等レベルの学校は， 1860年代まで，制度上もまた，政策上も何の相互

の関連をもたずに存在していたのである。

i主

1)高橋保行， rギリシア正教.1，講談社学術文庫， 1980年， 141-143ページ，及び以下を参照， EPOillKHH， 
H. n.. VlCTOpHlI rOC;!apCTBeHHbIX y'lpelK.l1eH紅白且OpeBOJlIOUHOHHO白POCCH沼， H3瓦・ TpeTb巴.1¥1..1983， 
CTp. :;-78. 

2) UepKoBb B HCTOp羽目 POCCHH. OTseT， pe，'l. CMHpHOB， H. A.， M.， 1967， CTp. 213. 

3) Ta~! lKe. CTp. ZOfi. 

4) Ta~1 lKe， CTp. 211-212， 

5)宗務監督庁 CL1:yxoBHoeBe;loMcTBO)とは，宗教行政機関の総称、であり， ζれと並んで，教育省の諸行

政機関は，学務官庁 (y明白oeBe;loMcTsO)と総称された。

6) TaM lKe， CTp. 209. 

7) TaM lKe守 CTP，208， 

8) fpeKyJlOB， E.φ， UepKoBb， caMO立をplKaBHe.羽apo，'l.?¥t. 19fi9， CTp. 3. 
9) TaM米自.

10)拙稿， rロシア農奴解放期における村落学校制度の再編と『国民学校jJ， r北海道大学教育学部紀要J第
42号， 1983年3月， 46-，47ページ参照。

11) Ma，71HHOBCK班員.H. n. "Ol.Jep問 llOHCTOpHH Ha'la.%HOfi illKOJlbl' ‘イPyccKa克服KOJla~" 1912，泌.10， 

CTp. 103 

12) Ta¥l il¥e， CTp. 102四 lり3

13) TaM lKe， CTp. 103. 

14) AHHHH 行φ Aぃ CBO.lrλaB日e~iUlHX 3aKoHono:lolKeHHIi H pacnoplllKeHHIi 0 Ha可aJlbHblXy可沼耳目max

H Y可夜TeJlbCKHX寸eMHHapH男児可.1.C口6..1890，刻3，'l.TpeTbe，立OnOJIHeHHOe，CTP， 153. 

15) DKYPHaJl MHHHcTepcTBa Hapo:lHoro npocsemeHlill (B c.'le旦， )!{MHII)!. 1862， Ng， 2， OTぇ， IV， CTp. 
8:3-84 

16) 4apHo，'YCKH札 B.VI.. '"H剖 a，%Hoeo6pa3oBaHHe B l1epBO誰 110JlOBHHeXIX CTOJleTHlI"， VlCTOpHH 



86 教育学部紀要第47号

POCCHH B XIX BeKe， TOM IV， cno.， o!r.， CTp. 122. 1857年には例えば，モスクワ，ヤロスラーヴ 1)， 

サマーラ， ミンスク，シンビールスクなど教会付属学校が一校も存夜しなかった管院があった (MaJIHHOBCKH最，

H. n.，“O鴨 pKHno HCTOpHH Ha鴨 JIbHO員WKOJIbl"，{PyccKall WKOJIa} ， 1912， ;t，晶.11， CTp. 67)。ζの
ζとは， 1830-40年代に開始された宗務競の政策の遂行が各管区の判断1<:委ねられ， ζの頓には統一的

な政策が途絶えていたζとを意味するだろう。

17) 4apHOJIyα班員， B. 11.， yKa3・CTaTbll，CTp. 110. 

第2節 農奴解放揚における教会付属学校の f普及j策

農奴解放前の1850年代後半に，教会付属学校が減少する傾向にあったζとについては既に触れ

たとおりである O しかし，各省庁が，農奴解放を直前lζ控えた1850年代の末に，再び農村への初

等学校の普及策を強力に推し進めるようになる頃には，宗務院も教会付属学校の停滞状況の打開

i乙とりカ〉かることlζなる1)。

宗務院総長ウルソーフ (YpyCOB)公は， 1860年9月iζ，宗務院に対して次のような提案をして

いる。第 1，ζ，すべての正教管区の主教には， r特に熱心に村落や都市の初歩的学校での教授に
従事し，成功を収めている僧出身分の者，あるいは，自分のと乙ろに学校を設けている僧侶身分

の者を確認することjを義務づける ζ と，そして，第2に，これらの者の活動を「彼らを称賛す

るためにではなく他への模範となるようにj宗務定期刊行物上に掲載し，その活動が「宗務監督

庁に対し，僧侶資格の者が調員教育の事業に関与するという公正な見解に対する根拠を与えるべ

きjものとなることを求めた2)。各管匿での教会付属学校に関する政策にパラつきが出て来てい

た乙とについては既に述べたが，教会外でもζのことを反映して僧侶の f国民教育J，ζ慢する関
与のあり方について当然議論となった。ツアーリ政府としては，農奴解放を目前に控えて，この

ような状況の打開のため， ζの政策の立て誼しを必要としたであろう。

9月17日，宗務院は，総長ウルソーフ公の提案を受け入れ，各管区の主教に対し，教育lζ従事

している僧倍身分の者iζ関する資料収集の確認と，そ ζで特に「熱心にJしかも「成功を収めて

いる」者に関する資料を作成し宗務院の方へ提出することを求める決定を行っている。その際，

宗務院は， 1836年の宗務院令つまり我々が既にみた「規制jの再度の確認を求めており，各主教

に，同令iζ関する必要な文書の送付について，確認をとる ζとも決定していた3)。その後，宗務

院では1860年の末までに，開院が作成した初等読本の相当数の自録を全管亙にわたって送付する

乙とを決めていた。その目録には，教会語と世俗語lζ関するもの以外に，朝夕の祈とう書，簡易

聖史，教理鵠答，簡易倫理，数表，九九表などが含まれていた4)。

宗務i誌の以上のような政策の方向は，さらに農民運動が急激な高まりをみせる農奴解放令公布

C1861年3月)以降，ツアーリ自身のζれに関する再確認によって捉進される。宗務院では，先

に述べたように， 1860年秋から各管区の僧侶の学校事業に関する資料を集めていたが 4月12日

には，以上の経過の詳細と特にその事業の進展を示すヴォログダ燥の資料を付して，宗務臨総長

のツアーりへの上奏報告の形で報告する ζとを決定している 5)。宗務践の資料では，ヴォログダ

管区の教会付属学校は， 1861年春に56校(生徒数3，162人)となっていたが6) その数は今なお

僧{自の学校事業が十分な展開をみない段階にあって注自すべきものであった。また，同県の県知

事の上奏報告では， ζの爆の僧{呂の事業について，資金の不足にもかかわらず， r地方僧侶が農
民への強力な奉仕活動Jとして学校事業を展開してたという 7)。乙のヴ、ォログダ管区での僧侶の

活動について 7月4Bの大臣委員会で報告された際，ツアーリは， r乙の事業の成功について，
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そして，その他の管区についても，毎月朕のもとに報告することJぞ宗務践に命じたのであった叱

ζのツアーリの命令が宗務院を通じて各管区の教会・司祭iζ途し，その急激な「効果Jをみせ

るのは，学校が関かれる秋以降，ワまり， 1861年の秋以降， 1862年の春にかけてである。宗務競

のもとで集計された教会付属学校数は， 1861年10月l日に， 42管産で11，902校(生徒数， 190，466 

人)であったが， 1862年4月に， 46管院で20，148校(生徒数.345，375人)となった的。先にみ

たように教会・司祭の数は約37，000であったから，短期間のうちに， 3割から5割以上の教会iζ

ζの措置が「徹底Jしたと判断しなければならない。ツアーリと教会・僧侶との関係からすれば，

僧侶の学校事業の「成功jについての「報告」が求められた際に，これに対する僧侶の行動がそ

れ以前の学校の現実の状態を正確に反映するものにはならなかったζとは容易に想像される。乙

の時期の「現実jの教会付属学校数を正確に規定することは難しいが，乙れに関するいくつかの

判断材料を示しておく。教育省では，いくつかの県の村落部の学校に関する独自の調査を行って

おり，そのうちのひとつ. 1862年中の教会付属学校についての統計で，ひとつの学校が二重三重

iζ加算されていたり，実擦にはない学校もその統計では計算されている事実を指橋している 10)。

また，内務省も， 1863年6月138の回章で，県知事のもとにある統計資料と宗務践が公表してい

ると乙ろの統計との照合を求めていたが，その結果，例えば，カルーガ県では，宗務韓統計，397

校に対し，祭調査216校であり 2倍近い開きがあった11)。

さて， 1861年の夏以降186拝春までの以上のような教会付属学校の f普及」策の展開過程にお

いて，政府上層による初等教育政策の重要なエポックをさらに措定しなければならない。そこに

おいて，初等学校(政策)全体におけるこの教会付属学校の位置がツアーリによって確定される

のである。

;! 

1)前掲拙稿， 63-64ページ参照。

2) {淑MHn下， 1862，ぬ 2，OT.ll. 1¥七crp・8.1.

3) TaM泌e.

4) TaM iKe. 

5) TaM iKe， CTp. 85. 

6ω) Ma‘.'IH 

7わ){流(M行口人 181)2.おも 2，OT;l. I¥'， CTp. 84. 

8) TaM iKe， CTp・85.

9) MaJlHHOBCKH先日.n.. yKa3. CraTb5l， CTp. 68. 
10) OKMHUi. 1863. 1治 1.OT，!l. III， CTp. 155-15i. 

11) MaJIHHOBCK班員.H. n.. yKa3. CTaTb払 TaMiKe. 

第3節 1862年1月18日付最高命令「国民学校の所属についてJ

1862年 1月18日， ζの日の大臣委員会において，ツアーリは初等学校政策全体i乙関わる 3つの

重要な決定を下す。その一つは，西部諸県での「閤民学校」の建設に着手するため，教育省と内

務省の両省は協議に入ることであり，ニつ自には.r国民学校」をめぐる{駅呂，宗務監督庁と教
育省の各々の任務を規定し両者の協力を求めたこと，そして三つ自に，教育省学術委員会と特別

委員会が各々作成した二つの法案を再度検討することを求めたことである。

まず，第三の点i乙関わって，簡単に述べておこう。乙のこつの法案とは，学術委員会が作成し
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1860年3月lζ公表した f教育省管下初等及び中等学校令法案jを大幅に修正し改訂したとろの法

案「教育省一般教育施設令法案Jと，各省の代表者によって構成された特別委員会が作成した

「国民学校建設一般計画案J(以下.r計画案J)である1)。乙れらは，既に1861年の末までには完
成していた。しかし，同年の12月に，教育大自は，プチャーチン(口yTb兄TfIH， E， B叶在任. 1861 
年6月一12月)からゴローヴニン (fOJIOB即日， A. B.，在任. 1861年12月一1866年4月)に交替す

る。 1860年代の教育省の学制改革は，乙のゴローヴニンのもとで行なわれることになったのだが，

彼の要請に従って，先のこつの法案が再度検討されるζとになった。本論文でζれらの法案の内

容に立入って明らかにする余裕がないが.1862年l月末に，これらの法案と偽方で進められていた

大学改革法案とをまとめて再検討する必要性について，政府は，これらのすべての法案がJ異な

った状況の影響のもと種々の委員会によって作成され，従って，そ ζには組織的な連関がない」

との説明をしていた2)。ζ うして教育省では先の二つの法案の再検討に入るのであるが，以上の

経過とは別に，教育省にとってはやっかいな問題が生じていた。その問題とは，先の‘「言十掛案J

i乙対する宗務院の強い反対に端を発するものであった。

1861年11月108.宗務院はζの「計長銀案JI乙対して以下の二点を主張した。第 1Iζ. r計踊案」
l乙僧侶設立の学校を含まないこと，第2Iζ，国民教育事業を教育省の下lζ集中する ζとには反対

である，逆lζ 「僧{呂lζ乙そ，初歩的国民学校での然るべき法的優先権を与えるべきであるJこと 3)。

第1点は宗務院の側からの当然の主張であろう。それは60年代以前の経過からして明らかである。

ただし，乙の点、の主強は，教育大臣ゴローヴニンが答えたように，宗務院の「誤解JIζ基づくも

のでペ乙の「計画案」には，教会付属学校は含まれていなかった。問題は，宗務院の主張する

第2の点にあった。

ここで宗務院が反対している「国民教育事業を教育省の下に集中する乙とjとは.r計画案J
を作成した特別委員会が，方針として確認した点に関するものであった。すなわち，特別委員会

は. r国民学校」の設立計画を農民身分の統合の展開に対応させて，農奴解放前に国有財産省と
皇室領庁が各々管轄してきた掴有地や皇室領の村議学校，並びlζ，形式的には教育省が管轄して

きた地主地の村落学校，そして，教育省が独自に管轄して来た都市部の初等学校とを，将来，教

育省のもとに統合する ζとを方針として確認していたh つまり，世俗諸官庁の初等学校を教育

省の統一的管轄下におく方向を確認していたのである。宗務院はこれに反対したのである。開院

の主張が，先にみたように，ツアーリによって促進される乙とになった僧侶，宗務院の f国民教

育事業Jへの「活発」な関与に基づくものであったことは酪違いない。「僧侶にこそ，初歩的閤

民学校での然るべき法的優先権を与えるべきJという主張も，農村教員の絶対的不足という現状

からすれば，教育省を合めて世俗宮庁はこれを完全に否定することはできなかった。しかし，こ

れを認めることは，それまでの「国民学校」設立計画の方針を，そして，乙れを目指して展開し

ているところの「予備的措置Sりをもくずすことになる。

以上のような矛腫の根源は解放前の農奴髄及びこれを基礎とするツアーリズムの体制にあった

が，農奴解放期に入って，宗務院・僧侶と教育省の初等学校政策における各々の任務，分限を確

定する必要が生じて来ていた。ツアーりによるその裁定は，しかし，単に以上のような経過にお

ける問題を解決するためというよりは，乙の解決が急務であるような別の事態に対応するための

ものであった。それは本節の冒頭で触れた第 lの点に関するものであった。

ツアーリは. 1月18日の大臣委員会の席上，現在の西部諸県の動向からみて閤民学校に関する

一般規定案の最終的な作成をこれ以上待つことはできないとして，教育省と内務省の協議を経て，
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表1 1863年ロシア49県宗派別人口※

正 教 徒 I51，117，971人
ラスコーリニック(分離派)

アルメニア・グレゴリウス派

ローマ・カトリック教徒

フ。ロテスタント

ユダヤ教徒

マホメット教徒

偶像祭拝派

801，745人

34，683人

2，840，703人

2，083，152人

1，631，766人

2，091，861人

200，284人

表2 1863年ロシア49県地域別カトリック教徒八日※

:lt 西部諸県 2，137，991人

南 西部 諸長 475，936人

西部諸県全体 2，613，927人

そ の 他 40 県 226， 776人

※表1は，以下を典拠l乙作成。 CTaTHCnrqeCKH員
BpeMeHHHK POCCHHCKOH MMnepH首， 1866， Cf16.， 
CTp. 34-37. 
※表2は，以下を典拠lζ作成。 TaMiKe， CTp. 35. 

ζの地方での f匿民学校jの建設に着手することを求めた7)。乙の「霞民学校j建設への着手の

;意味についてみる能に，ロシア帝閣におけるこの西部諸県の地理的，政治的及び文化的な位置に

ついて，若子立ち入ってみておく必要がある。

西部諸県とは，ロシアの中央諸県，例えばそスクワ県などからすれば西側のポーランドなど現

在の東欧諸国と接する位置にある。乙の地域は， 18世紀末のいわゆる「ポーランド分割」以降，

ポーランドとともにロシア官員となったと乙ろで8) ヴィ jレノ，コヴノ，夕、、ロドノ， ミンスク，モ

ギリョーフ及びヴィーテプスクの 6県(北西諸県)とキーエフ，ヴォ Jレイニ，ポドリスクの3県

(南西諸県)を総称して西部諸県と呼ばれていた(次ページ地霞そ参照)。

この地域は，乙の地の住民の宗教によってまず特ちょうづけられる。それは，過去にポーラン

ド領であった麗史的経韓から説明され得ることであるが，ロシアのカトリック教徒のほとんどが

ζの西部諸県9県に集中して存在していたζとである。 1863年のロシアの総人口 (49長)に占め

るカトリックの教徒の割合は， 4. 7 ~ぢ(総人口 60， 909， 309人に対し 2， 840， 703 人)程のものであ

るが，しかし，そのカトリック教徒の実に92.0%(2，840，703人に対し 2，613，927人)が西部諸県

に在住していたのである(表 1，表2を参照)。

以上のような信仰の性格の問題と並んで， ζの地域を特ちょうづける第二の点は，乙の地域の

身分構成上の問題である。それは， ζの地域の支配・上層身分である貴族地主数の多さとその民

族的性格である。 1866年の世襲貴族数でみると，全国 (49祭)の世襲貴族， 677，417人のうち，

実に 6割近く (399，695人)がζの西部9県に集中しているのである 9)。これらの貴悠の多くは，

政治的にも文化的にもポーランドの影響を強く受けた者たちであり，信仰も多くはカトリック教

を信奉していた。これらの貴族は，ロシア政府の{別からは， iポーランド糞族jと呼ばれ， iロシ

ア貴族jとは明確に匹別された。ただし，その「ポーランド貴族Jのうちには，自部諸県l乙古く

から在住している，例えばベロロシア人が含まれていたようであるが， iベロロシア貴族Jとい

うような匿分は存在せず，彼らがカトリック教徒であることをもって，政府は，この「ポーラン

ド貫族」のうちに含めていた10)。

以上のように，住民(之江農民)の宗派・民族的な性格とこの地域の上層身分，貴族の特異な性

表3 1861年-1866年，農民蜂起件数及び全件数lζ占める西部諸県での件数の占める割合※

関部 9 県(A)

全ロシア56祭(B)

A/BxI00% 

※表3は，以下を典拠iζ作成。 KpeCTbHHCKoe .l1BHiKeHHe B POCCHH B 1861-1869 rr.. no江戸江町
MBaHOBa嘗 .1.M叶 M.，1964， CTp. 798-8帥.
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ロシア農奴解放綴における教会付属学校と西部諸県の「騒民学校J

格とが，この部部諸県を特ちょうづけていた。

農奴解放後における農民運動は，乙の西部諸県でその激しさを増していく(表3参照)が，そ

の激化は.rポーランド貴族Jとの結びつき，つまり，民族解放運動との結び、つきを強める傾向
を見せており，政府は早くから乙れを警戒していた。事実.rポーランド貴族Jによって，農民
の問で，ポーランド語の学習を組織する ζとが行なわれており 11i，政府の鶴からすれば，ポーラ

ンドの，そして， ζれと不可分の関係にあるカトリックの要素をいかに臨止するかが問題となっ

て来たのである O

詳しくは次煮にみるが，西部諸県での「閑民学校J政策について，教育省はさ当時(1865年)次

のように述べていた。「ζの時期(1862年から1864年，筆者註〕に政府が特l乙配慮したのははじ〕

西部及び南暗部諸県の霞民の教育であった。……(中略)……帝国のζれらの地域の霞民教育に

ロシア的傾向を与え，ポーランドやカトリックのプロパカゃンタ。の影響から解放するために.1862 

年 1月18日の最高命令によって，教育省i乙内務省との協議の開始を許された。それは，西部諸熊

における国民学校の一刻の猶予も許さない建設に梼するものであったJ(r教育省及び省所潟諸機

関事業概要. 1862年1863年及び1864年12)~)。こ乙にいう「ロシア的領向J はロシア正教であり，

これを浸透するために，僧{呂・教会が，そして，教会付属学校が重要な意義をもって登場して来

たのであった。以下にみる教育省と宗務院・僧侶の初等学校政策における各々の任務，分限につ

いてのツアーリの裁定は，ポーランド(1863年 1月に大規模な蜂起が発生する)，ζ隣接する西部

諸県での「国民学校Jの普及という切迫した政策課題の遂行のためにぜひとも必要なものであっ

たのである。

器部議県での f国民学校j設立への着手を命じたその向じ日付丹18臼)，乙，ツアーリは，以

下のような最高命令「関民学校の所属についてJを下す。

「農帝睦下は，大臣委員会での教育省行政上奏報告に関し，閤民学校がどの管轄に存すべきか

という問題について以下のどとく最高命令を下された，

1)傍{自身分によって，現在設立されている国民学校は，僧侶の管理下lζ置き，同時に，教

育省は，それらの改善に向けて可能な限りの協力を行うものとするo

2 )当該宮庁の馬意を得て，教育省の管轄下にも置かれるべき，国民学校を会帝簡において

設立することを，教育省の任務とする，その際l乙，教育省は，僧侶の協力を，問省が必要

と認め，かつ，僧侶が協力する乙とを可能と見なすあらゆる機会を通じて，受けるべきで

ある 13)0 J 

ツアーリは，第 1項での僧侶の「国民学校」と第2項での教育省の「圏民学校jとが，今後同

時に並行して存在する乙とを確認，裁定し，両者の f協力Jを命じた。第 l事と第2項の各々に

ついていえば，まず第 1項は.1860年秋より進められて来た宗務院の教会付属学校に関する政策

の展開を追認したものであったし，第2項は，今のところとくに財政問題との絡みで各省庁の管

轄下にある村落学校と教育省の都市部の初等学校とに関する政策の展開と，これを背景として構

想された「計画案」の将来的実施を教育省に委任している現状とを追認したものであった。

とはし、え， ζの最高命令は. 1861年以前の両者の関係を微妙に変えた。 ζれまで両者は貰いに

関連をもたず各々独自に展開することが許されて来た。しかし，乙こでは，両者は.r閤民学校j
という向じ制度的な枠組のうちに据えられ，両者の「協力J関係が規定されたのである。乙のこ

とは，教会付属学校の麿史にそくしていえば，教会・僧侶の任務として位置づけられ，宗教教育
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を主眼とする教会付属学校を今や，ツアーリのTの f鴎民学校J(ロ初等学校)とする ζとを意

味した。

ζうして，近代への一転窮であも ζの農奴解放期l乙，ロシアの教会付長語学校は，ツアーリズムの

初等教湾政策のうちに組み込まれ，ますます，その体制内において，乙れに奉仕するという性格

を強めていくものとなった。この最高命令iζ主義づく 1860年代前半の「国民学校」政策は，次章に

みるようにそれ程スムーズに展開したわけではないが，この最高命令は20世紀の初頭(1917年の

二月革命前)まで効力を有し続ける ζとになる。つまり，初等国民教育を教育省と宗務院のいわ

ばこつの省によって管轄していくという政策は，農奴解放前のツアーリズムの体制下の異なる政

策的位置づけを起源としつつも，乙の1860年代において磁定したものであった。

;~ 

1) r計蘭案jの性格と内容については，前掲拙稿， 57-61ページ参照。
2) {)KMHn} ， 1862，ぬ 2，OT.Il. !， CTp. 21. 

3) POiK.IleCT挺 HCKH詰， C. B.， I1cTop削 eCKH員0630p.IleßTe~bHOCTH 捌捌CTepCTBa HapO.llHOrO npoc昌吉・

meHHs， Cn6.， 1902， CTp. 371; Ma~HHoBcK沼首， H. n.， )'Ka3. CTaTb耳， CTp. 69. 

4) POiK.IleCTBeHCK凶， C. B.， yKa3. CO可.， CTp. 445. 

5)前掲錨稿， 57-60ページ参照。

6)伺， 60--61ページ参照。

7) TaM iKe， CTp. 466-467. 

8)ζの西部諸燥をめぐるロシアとポーランドの関係は，さらに古い綾史をもっている。乙れについては，

以下そ参照。

荒武鉄郎， rデカブリストの民族観一白ロシア・リトヴア・ウフライナ問題を中心lζJ，r商洋史学J，
LXXXVI立， 1972， 26-27ページ。

9) CTaTHCTH'leCKH員BpeMeH捌 KPOCCHi%cKo晶I1MnepHH，H3.1l・L{eHTpa~bHoro CTaTHCTH'leCKOrO KOMH・

TeTa MB.l1.， 1866， Cn6.， CTp. 40. 1858年の統計でもほぼ同様の比率が算出されている。 ζれについて

は以下を見よ。 CaM6YK，C. M.， nO~HT蹴a ua抑制aB 6e~opyccHH BO BTOpO詰 nO~OBHHe XIX BeKa， 

M聞は， 1980， CTp. 13齢

10)サムブークによれば，政府は例えばベロロシア人などの民銭を認めようとせず，宗派の違いによって，

カトリック教信徒の霞族を fポーランドj人，正教徒の愛族を fロシアj人と半IJ別した(TaM班ce，CTp. 

13)。ζうした区分l乙基づいた「ポーランドJ愛族地主j穫は，ヴィーテプスク燥を除く商部諸燥の貴族地

主腐の支書己的な部分となっていた(表4一一荷揚荒武論文， 29ページより作成一一参照)。

袋4 1850年代末西部諸県地主!還に占める fポーランド人j地主の割合

キ ヱ フ 祭 87~ぢ グ ロ ド / 県 85% 
ポ ドリスク県 89~ぢ 、、、 ン ス ク 長 94% 
ウオノレイニ県 93% ヴィーテプスク祭 38勿

ヴ イ )1ノ ノ 県 95骨6 モギリヨーフ燥 72~ぢ

コ ヴ ノ 県 78% 

11)後に検討するが，乙のような事態について，是正に1861年3fj Iζヴィノレ/総督ナジーモフ (Ha3HMOB，B. 

11.)がツアーリ iと報告しているo

12) 0630p .IleßTe~bHOCTH M間 HCTepCT百aHapO.llHOrO npocBemeHHs H no瓦Be.llOMCTBeHHblXeMy 門戸・

正在瓦eHH詰B 1862， 1863 H 1864 rr.， Cn6.， 1865， CTp. 222. 

13) OKMHn} ， 1862，泌 1，叫ん 1，CTp. 4. 
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第2章 西部諸獲における教会・教会付罵学校と「愚民学校J

ロシア帝障における西部諸燥の位置とそこでの「国民学校Jの意義づけについては，前節で若

干触れた。本章では，乙の地域の初等学校i乙関して1862年 1月188以降展開された具体的な政策

の過程を検討するO その過程は， 1862年 1月188の最高命令で方向づけられた「盟畏学校」をめ

ぐる教育省と僧侶・教会との関係が，それ以前の初等教育政策展開のイニシアティヴのあり方を

前提としながら，北西諸県と南西諸県の，その地方の特殊な条件のもとで，具体的に規定されて

いく過程である。

第1節 北西部諸県における「歯民学校Jの意義と教会・僧侶

1862年 I丹18日以前に，乙の北西部諸県では，内務省と教育省の両省の地方機関による初等学

校政策の方針は既l乙閉められていた。ヴィ jレノ総督ナジーモフとヴィ Jレノ学区総監シリンスキー

シフマートフ(出叩HHCKH必I..l.hIxMaToB，. A. n.)の再考によって，農奴解放令の公布後の状況
に対応した方針が練られていた。

既に1861年3月iζナジーモフは， ミンスク燥をはじめ他の西部諸燥の村落において，この地の

貴族・地主が全域にわたって学校を開設し，そこに農民を引きつけ正教住民の間にポーランド

の読み書きを普めているとの報告をしている。その報告によれば，その学校の教員となっている'

のは「ポーランド出身」貴族であった。また，他方で，カトリック教の可教や僧侶も教会を利用

し学校開設に活発に動き問っているという ζとであり，さらにこの事業には， rポーランド人官
吏，つまりポーランド貴族出の農事調停官やカトリック教徒の郷長や村長jが関与していると

のことであったj)。官側の史家ミロヴィードフは，彼らナジーモフとシフマートフの「反撃jが

なければ， 乙れらの動きがかなりの成功を収める乙とになったであろうと述べている九彼らは

ζの北西部諸県では，正教信仰の教員によるロシア語学校のみを全域的に普及する乙とが必要

であると考えていた。シフマートフは，乙の学校の課題を次のように設定していた。「子弟にロ

シア語を学ばせるためばかりでなく，また，彼らを知的にも道徳的にも発達させ，彼らによって

奉ぜられるであろう信仰(正教信仰)と彼らが属すところのロシアの国民性への愛着の念を喚起

させ乙れを確聞たるものとする 3)Jと乙ろにあると。彼はこのような見解を車接，私的な報告書

によってツアーりに伝えていた。 1862年 l月18日のツアーリの最高命令，西部諸県での国民学校

の建設のため，教育省と内務省が協議に入るようにという命令は，乙の経過から生まれて来たも

のであった。

乙の最高命令が出されて間もなく，この北西部諸県での「白書民学校jの建設のために，鴎康か

ら一時金10，000ルーブノレが割り当てられた4)。その擦に茜部委員会5)は教育省に対し，僧{呂によ

って開設された学校かあるいは僧侶の協力を得ている学校かそのいずれかに限って，つまり，僧

侶の関与のあるものに隈って，乙の一時金を利用するよう指示した6)。シフマートフは， 1862年

2月4日に，教育大臣ゴローヴニンにあて，グロドノとミンスクを中心にヴィルノ学区全体に可

能な眠り学校を建設することが必要であると文書で訴えていたが7) その後の 2ヶ月間に， 101 

校が「新設」されるζととなった8)。そのうち， 67校(グロド県50校， ミンスク県17校)は，そ

れ以前に僧侶によって開設されていたものであった。 10，000;レーブ、jレはζれらの学校の維持費に

利用された(1862年中は，主義本的にこれらの学校の維持，存続にとどまった。 1862年末までに新

設14校が加わったに過ぎなかった9))。
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ミロヴィードフによれば，ここでの f園民学校jの建設，維持は， r世俗宮庁Jと「宗務権力j
の協力を得て10) つまり，内務省と乙の地方の宗務監督庁，僧侶の協力を得て，進められたので

あり，僧{自によって設立された教会付属学校を「匿民学校J1乙変換する際に南西部諸県で生じた

ような宗務監督庁と学産総監との潤の f対立J(これは後にみる)は起こらなかった。乙の北西

部諸県では，教会付属さ詳校の一部を教育省管轄の「国民学校jへと転換しつつ，そ乙への補助を

先の資金でまかなう方策がとられ，これに宗務監督庁の側が合意を与えていたものと思われる。

そして，残りの教会付属学校はそのまま宗務監督庁，僧侶の手のもとに震かれていた。乙 ζでは，

1862年の 1月18日の最高命令「留民学校の所属についてJIζ基づく教会付属学校と教育省の「富

民学校」との f共存J関係が成立した。

しかし，その一方で，初等学校の設立をめぐる内務省筋の農事調停官と僧侶との間の矛題11)が

現われていた。つまり，その土地のカトリック教徒である「ポーランド貴族Jl:f:lの農事調停宮と

正教僧侶との学校建設上の対立が現われていた。乙の西部諸県一帯での「世俗学校jと「教会学校J

の対立は，乙のように複雑な様相を帯びていた。

このような開題が生じて来る背景には， ζ乙での政策をその制度的基礎を欠いたまま展開させ

ねばならなかった事情があるが， 1862年末までに，乙の開題の解決のためにもその制度的基礎の

確立を急がねばならなくなってくる。教育省が内務省の協力を得て建設すると ζろの「園民学校」

と教会付属学校の設立地域の選定の問題が生じその点につき交渉する場の必要やそれらの学校の

管理のあり方そ決定する必要，さらに， r国民学校」への僧拐の関与・協力のあり方を規定する
必要が生じていた。

酉部委員会は， 1862年末にリトヴァ及びベロロシア地域での村落学校建設のための規郎案を作

成するζとを教育大臣ゴローヴニンiζ委任した。その際に，宗務院総長と内務大臣及び国有財産

省大臣との合意を経て，その規則l乙「可能な限り，政府とま教僧侶の関与を強めつつ，他方で可

能な限りポーランドの地主及びカトリック僧侶の影響力を弱めるj方策そ盛り込むζとを求めて

いた。問委員会の見解によれば， r正教僧侶とロシア語学校乙そ，政府がポーランドの革命宣伝
と闘うための最も信頼し得る支柱」であった12)。乙れにツアーリは， r乙れらの規制が遅れるζ
となく作成される ζとを望むjと確認を与えた13)。教育省は，乙れに従い，とり急ぎ，乙の地域

の f留民学校J1ζ関する規制の作成にとりかかることになる O

と乙ろで， 1863年に入って遅くとも 3月までの大臣委員会の席上で，教育大臣ゴローヴニンは，

作成中の3つの規則案・法令案について，次のように説明している。第 11ζ，北西部6県のため

には，西部委員会において，特別臨時規制が作成されている，第21ζ，時様の規制は，キーエフ，

ヴォルィニ，ポドリスクの3県，つまり南西部諸県についても作成される ζとが予定されている，

第3に， r国民学校J1ζ関する新規程法案は，次の学窓と県に適用されるζとが予定されている，
モスクワ，サンクトペテルブ‘jレグ(ヴィーテプスク，モギリョーフの両県を除く)，カザーン，

、ーリコフ，オデッサの各学区，及び，キーエフ学区のチヱルニゴーフとポ/レタヴァの両県14)。

以上のような 3産分は， 1862年 1月18臼以降の政策鰻関の過程を追認するものであった。それま

では，これらの3地域，北西部諸県，南西部諸県，そして，第3の区域に一括されている諸学区，

諸県(後にゼムストヴォ(地方自治会)輔が施行される諸県でもある)は，区分される ζ となく，

共通の一般法のうちに包括されることが予定されていた。 1862年中の政策展開は乙れぞ不可能に

し，一般法から西部諸県の「臨時規制jが分離し，乙の「臨時規制Jも，統一した規聞として成

せず，北西部諸県と酷西部諸県の各々において「臨時規制jを作成しなければならなくなってい
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た。南茜部諸県のそれの運命については後に述べるが，以下にみる北西部諸県のそれは， r臨時J
であるζとを予定されていたにもかかわらず， 20世紀に入っても，その基本的骨格をそのまま維

持しつつ，乙の地域の初等学制i乙関する基本法として，存続することになるのである 15)。
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1863年 3月23日， rヴィ jレノ，コヴノ，グロドノ， ミンスク，モギリョーフ，及び，ヴィーテ
プスク諸県菌民学校臨時規則 (BpeMeHH闘 npaBH~ ~nH HapOtu剖 XWKOn)Jが，ツアーリの裁

可を受けた。本規制は以下の全国条から成る， r国民学校管理局j及び「学校協議会」の設置，
構成，任務(第 l条~第9条入学校の設立(第10条入学校の教育課程及び教科目(第11条，第

四条)，入学者規定(第13条)，神の法教員の選定(第14条入学校への教区奇祭の関与(第15条)，

授業料(第16条)，教授用語(第17条)，カトリック教徒子弟の神の法教捜，教員(第18条)であ

る(論文末に全文掲載，参照の乙と 16))。

既にみて来たように，この規~IJが目指す「国民学校J とは， rポーランド貴族jやカトリック
教徒の影響が正教徒のロシア農民の拐に拡がる乙とを阻止する目的のものであった。そのために，

乙の北西部諸県の初等学校に「鴎民学校Jのすべてにおいて，ロシア語の使用を義務づけ(第17

条)，ポーランド諾での学習を，さらに， r地方の方言J(民族語)での学留を排除した。また，
乙の学校への正教僧侶の関与を穣極的に位置づけた。学校を管潔する「学校協議会」への地方宗

務監督庁からの代表メンバーの参加， r国民学校視学官Jへの任用(以上第3条)，教区可祭の「国
民学校Jへの神の法教員としての赴任(第14条)，そして.r閤民学校jの「宗教・道徳的傾向全般に

わたる監捜J(第15条)を，僧侶身分の関与事項として規定した。神の法教員は，従来も僧侶の

任務であったが，それ以外は，新たにおj度化されたものであった。

と乙ろで， ζの「臨時現尉」の成立に醸して，乙の地方の宗務監督庁の長の一人であるリトヴ

ァの府主教は，教育省の要請に応えて， ζの地方での「国民学校J設立の事業への僧{呂の関与の

あり方について，次のような見解を提出していた。

r(1) 国民学校のための地域は，学毘総監と当地方の視下(主教)との合意に基づいて選定さ
れ，その後については，学校の設立はもはや総監のみの命令に従属する。

(2) 教員は，総監が任命する。宗務監督庁iζ属する者については， 1見下の事前の時意iζ従っ

て，また，その他の者については，総監自身が任命する。ただし，宗務監督庁の長には，実際

iζ椙当の理由がある場合，教員ぞも罷免することを要求する権限が与えられる。

(3) 国民学校の監視は，行政的な関係及び教育的な関係においては，学区に委ねられ，宗教

道徳的な関係においては，宗務監督庁の長に委ねられる。 ζのために学校は，総監及びそのも

との官吏のみならず，同様に，狽下と司祭長によっても諮査される。

(4) 教員には地方司祭がなり得る。ただし，司祭の任務あるいは教員の任務に支障をきたさ

ぬように，自らの奉給で，自己の補劫者を維持する乙とができる。

(5) 司祭には，後が教員でない場合i乙，教授に対する程震の監視が委任される。その同じ司

祭は，神の法教員とならなければならず，自らの仕事に対する多からぬ俸給を受けとる 11)0 J 

この見解の第1項から判断される ζとは，学校設立の任務を基本的に学区総監，つまり，教育

省の備に委ねていることであり，僧{呂の側からは，設立計画の時点においてのみ関与すればよい

としている ζとである。しかし，乙れは，教会付属学校の設立を含めて述べたものではなく，つ

まりそれを含めてその権揺を教育省に委ねようとしたのではなく，教育省が国民学校の設立を実

現していく擦の，僧侶の協力のあり方について見解を述べたものであった。 1862:年 1月訪日付の

ツアーリによる最高命令に濁るなら，その第2項に基づく見解であった。乙の見解を踏まえて成
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立した「臨時規制」には，教会付属学校あるいは僧担によって設立される学校については規定さ

れていない。これは，先の最高命令の第 1項に忠実に，僧{呂のみが管浬すべき学校として， ζの

教会付属学校を独立させ，教育省が統轄するこの「臨時規制Jの f国民学校」のうちにはこれを

含めなかったのである。しかし，府主教見解の第4項や第5項のように，教員および神の法教員

としての任務と，第3項のように.r宗教道徳的関係」における「監視」の任務を遂行するとい
う僧侶の f圏民学校jへの具体的な関与のあり方に鴎する，僧侶の側からの積極的な提案があっ

てこそ，乙の地方の「撞民学校臨時規制Jが成立し得たのであった。

以上のように，政府はロシア語教育と正教僧侶を2本の支柱とする「国民学校jが正教農民の

聞で拡く根づく ζとを期待した。だが開時に， ζの「閤民学校jが他の宗派の農民の聞において

も影響力をもつことも期待したのであった。

本燦目IJ第13条は.r富民学校には，あらゆる身分の子弟が宗派の別なくその入学が許されるJ
と規定している。一見，身分や宗派の差別を越えた入学者規定のように見えるがそうではない。

乙の規定において重要な乙とは，学校法としてははじめて乙の「臨時規制」に現われたと恩われ

る「宗派の別なく j入学が許された乙と，つまり，乙の f国民学校」には，正教徒の子弟のみな

らずこの地方に集中して在住しているところのカトリック教徒の子弟の入学が想定されていた乙

とである。彼らは入学後，神の法を除けば，他の者と同様，授業は必ずロシア語で受けなければ

ならなかった。神の法だけは，その内容の理解の必要から.rその地方の方言J(民族語)で教授
するζと(同規制第18条)が許されたのであった。

以上の「爵民学校Jの諜題を遂行すべくその行政にたずさわるすべての省庁及び宗務監督庁の

代表者から成る学校協議会が設置される(同規制第2条)乙ととなった。「国民学校jの行政lζ

関わって，相互に協力，連携する統一的な機関として構想されたものであり，そ乙には，閤有地

において村落学校を普轄していた国有財産省，農奴解放令実施機関を通じて村落学校の普及を促

していた内務省そして教会付属学校を独自に管理する宗務監督庁のそれぞれの代表と教育省・学

区下の新設機関である「富民学校管理官Jとがその協議会を構成した。そこでは. 1862年におい

て現われたような農事謂停宮とま教僧侶の対立関係や南西部諸県で生じたような学援と宗務監督

との対立関係を事前に解消する ζとも考慮されたであろう。

さて，この臨時焼却jの成立後. 186排 6丹lζは，ヴィ Iレノ総督は，ナジーモフから前国有大臣

ムラヴィョーフ (MypaBheB，M.行.)へ，さらに. 1864年 2月には，ヴィノレノ学院総監は， シフ

マートフからコルニーロフ (Kop間流OB，11. n.)へと交替したが，乙の内務 教育省ラインを通

じての「国民学校」政策が強化されてし、く。

彼らは，前任者逮の政策を基本的l乙踏襲している。ムラヴィョーフは，ヴィルノに赴任した際，

闘員教育の国家的意義について，ほぼシフマートフの見解l乙従って.r将来においてポーランド
分子の住民大衆への有害な影響から免かれるためには，住民大衆にロシア的精神で，ロシアの国

民性iζ基づき，発達し教育するための手設を与える ζ とである 18)Jと述べていた。一方，コノレニ

ーロフは.r西部ロシアの学校は，教育的意義とはBせに，主重要な政治的意義を有するものでなけ
ればならない。それは乙の地方の国家に敵対する分子に対抗し信仰の揺るぎない基礎と玉座と祖

国への帰依にもとづき国民を教育するための道具としてあるjと教育省官吏の立場から「政治的

意義jを公然と認め，さらに.r国民学校は，乙の地を残りのロシアの地iζ最も強い鎖で結びつ
けるのであって，西部地域における安寧と秩序の最も信頼し得る礎が，また，保全がそζにある19)J 

と，ツアーリズムによる北西部諸県支配における f国民学校Jの位讃を明解に定義していた。
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186:1年から1864年にかけて， r国民学校J数は急増する。 1862年の115校から， 1863年に235校
へ， 1864年には520校へと増加する20)。ζの増加は財政的な裏づけを有しており， 1862年の10，000

Jレーブjレの学校維持費に， 1863年には新設分の維持費が上づみされ， 20，000ルーブルが関控室から

割り当てられた。また， ζの他，ムラヴィョーフは，この地方の「ポーランド貴族税jを利用す

るζとさえ考え，その109ぢ，25，000Jレーフソレをζの地方の国民教育の強化のために支出する措置

を講じていた 21)。

ところで， 1863年から1864年にかけての学校の急増の背景には，別の条件の変化が強く働いて

いた。先に正教僧侶と農事調停官の間に，学校建設をめぐる対立が生じていたζとについて述べ

たが，この矛盾は， 1863年 3月以降消滅する方向にあり， ζの乙とが学校の増加につながってい

た。先に「臨時規制jによって設置された学校協議会がこの対立の解消の自的をも脅していたこ

とを述べたが， ζれとは別の変化によって，乙の対立の根本的解消が鴎られることとなった。そ

れは，ポーランドの 1月蜂起の車後の186:1年の 3月以降，農事調停宮の総入れ替えが進められた

ことによるものであった。この地方での農事調停宮は，従来「ポーランド出身」貴族・地主によ

って占められていたが， ζれ以陣， ロシアの他の地域の諸県から派遣されて来たロシア人調停官

にとって代わられることとなったのである22)。そしてほぼ同時に，郷長の大半も交替させられ23)

こうして，農奴解放令実施機関と農村持政機関から， rポーランド分子J，rカトリック教徒」が
排除されていくのである。 ζうして， ζの北西部諸県での「国民学校j政策の展開にとっての大

きな障害はほとんどなくなり，比較的安定した政策の展開が進むようになるのである。

i主

1) .M.IWOBU即日， A.，“且e耳.'feJlbHOCTbrp. .M.. H. .M.ypa自民間 noHapo.ll.HoMy npOCBelll，e耶克 BCeBep.. 
3ana.llHOM I<pae (1863-1865 rr.)へ OK.M.H口~， 1905， N色6，CTp. 61-62脹農事調停宮を通じての村洛諸極

体による学校開設は， ~霊奴解放令の公布後，多くの場合， 1861年の秋以降，内務省の政策として展開さ

れてし、く。詳しくは，前掲拙稿， 65-66ページ参照。

2) TaM珂，e，CTp. 62. 

3) TaM iKe. 

4)南西部諸県に関しでも同様の財政措援がとられた (YI<a3.COな， 0630p .lleHTeJlbHOCTU MHHHcTepcTBa 

HapO.llHOrO npocBe山吉野flI.. ..， CTp. 222.) 

5) 1862年iζポーランドの蜂起の影響を限止するための措鐙を実織するために政府内に設けられた特別機関

EpO!llK祝日， H. n.， yKa3. COt[.， CTp. 199.)。

6) POiK且eCTBeHCKU員、 C‘B.，yKa3. CO弘、 CTp.467. 
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7) 陶 pJWJlOB，M. K.，“HaqaJlbHaH llIKO .. 1a BeJlopycc開 BOBTOpO誼nOJlOBUHHeXIX B. H Ha可aJleXX B. 

(1860ω1907)"， {H3BeCTHH AKa.llel<l!fH De，uaronr司君CKHXHayK PCφCP)， BbIfi. 131， M.， 1964， CTp. 13. 

8) TaM iKe. 
9) MHJlOBH.llOB， A.， yKa3. CTaTb耳， CTp. 62. 

10) TaM iKe. 

11) TaM沼{e，CTp. 75. 

12) POiK.lleCTBeHCK的， C， B.， yKa3. COな， CTp. 463. 

13)つraMiKe‘ 

14) TaM iKe， CTp. 446.乙のうちの第3の新規程法案を基礎l乙 1864年初等国民学校規程の最終的成立が窃

指される。

15)例えば， 1910年の『ロシア帝国法令集成j(非公式絞)，第11巻第 I部第3533条より， 3549条が， ζの地

域の「国民学校J1乙関する燦員りとして規定している (C加え 3aKOHOBPOCCHHCKO員HMnep班員， TOM 11， 

M.， 1910， cTaJl6. 556-558.) 
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16) OKMHD> ， 1863， N! 4， OT瓜.1， CTp. 29-32.本論文では検討する余裕はないが， 1864年初等国民学校規
穫と基本的iζ同じ内容の諸条項がζの「規制JK.見い出せる。例えば，協議会に関する条項や学校設立

における政府や地方団体の関与のあり方，教科目の規定などがそうである。乙れらの調達，そしてその

意味についての検討は別の機会にゆずる。

17)M制問OBα俗語， H. n.， yKa3.町 aTbs，CTp. 71四72.
18) MHJlOBH.llOB， A.， yKa3. CTaTbs， CTp. 65. 

19) TaM>託e，CTp. 66-67. 

20) TaM淑e，CTp. 67. 

21) TaM lKe. 

22)ベ・ア・ザイオンチコーフスキー，前掲苦手:， 235ページ。

23)問書， 236ベ}ジ。

第2節 潟西都諸県における教会付騰学校と f富民学校J

1860年の秋頃から1861年の農奴解放令の公布以降の時期にかけて，ツアーリの承認のもとに宗

務院・教会が教会付属学校の，あるいは僧侶によって設立される学校の普及を目指すようになっ

ていたζと，そして，乙の延長線上で.1862年 l月18日の最高命令は「国毘学校jとして僧{自に

よって設立された学校を今後も僧侶の管理のもとにおく乙とを確認した乙とについては，統にみ

て来たと乙ろである。乙のような僧揺の園民教育への関与が進展するなかで，特l乙「多くの管区

の僧侶の先頭lζ立っていたJのは，キーエフ管院の倦{呂であった1)。

キーエフ管区では，践に1859年頃から，それ以前の学校事業を基盤としつつ，僧{日が，国民教

育への強力な介入を行っていた。 ζ 乙でも，北西部諸県と同様.rポーランド貴族jとカトリッ
ク教への対抗の必要からと思われるが，僧侶はキーエフ総督ヴァシーリチコフ(Ba問晶司m<UB;11. 

J:1.)の協力を得て国民教育事業への関与を強めていた。乙の僧侶の関与は，最初はキーヱフ管区

においてのみであったが，後に，ポドリスク，ヴォルィニへとその活動の範囲を拡げていた21。

宗務続の統計によれば. 1862年 3月1日までに，キーエフ管区iζ1，361校，ポドリスク管毘で，

1. 257校，ヴォノレィニ管区で 1，230校に透していた。他の管毘で1，000校の学校を有する管註は

これらを徐けばー管区のみであった。 ζの三管程合計3，488校で，全体 (48管区)の全学校数

20，600校に比しでも， ζの地域での急激な「普及jが窺える 31。この数の正確さは，ともかくと

して，他の管区に比らべ相対的に， ζれらの南西部議県の管慌の特iζキーエフの僧侶が自らの功

績を誇示できる位置にあった乙とは，十分推測される。実際，初等学校への僧揺の関与あるいは

その独占に関する主張の強さにおいて，キーヱフ僧侶は際だった位置にあった。

既i乙述べたように1862年 1月18日以降，北西部諸県においてそうであったように，乙 ζでも国

態から10，000ルーブルの一時金が割り当てられた。教育省は.1862年3月238付の，キーエフ学

区総監との往復書簡のなかで，僧侶が設立する学校と「本来J(教育省)の学校とを怪511]しなが

ら以下のように述べていた。 f自らの家で子どもを教育するという僧侶に与えられた特典を行使

し，有益なる成果をいくつか挙げていることは杏定できないJが，にもかかわらず，川、かに正

教の司祭が熱心であろうともかかる形態は教授に必要なあらゆるものを備えた本来の学校の設立

の方法によって達成されると ζろの成功，成巣というものには及ばないだろう勺と。教育省では，

北西部諸燥において展開したような形で，つまり，教育省管轄の「国民学校jを中心にした「菌

民学校j普及策の展開を， ζの南西部諸燥においても，想定していたようである。そζでは.{，慢

{呂設立の学校の「菌民学校jへの転換と教育省を通じでのとの「国民学校jへの財政補助を予定
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していた。しかし，乙れは，十分に展開しなかった。

キーヱフ学区総監は，教育大臣にあてた10月初日付の文書のなかで次のように僧侶の側からの

対応について述べている。「全く嘆かわしく残念な乙とに，私の仕事の最初の数歩において，好

意的でないことに出あった，はっきりいって筋書に出あった。私は新設の学校の崇高なる道徳的

目的に関心を払い，かっ，最も積極的で我々に友好的な協力を，つまり，宗務監督庁の側からの

協力を当然にも期待したのだが……5)Jと。 ζζ で述べている ζとは，キーヱフの府主教の側が

当時，地方の教区司祭を神の法教員として「国民学校Jへ赴むかせるζとを拒んでいた事実を指

していた6)。おそらく，キーヱフの府主教は，僧侶の教会付属学校をほとんど唯一の国民教育事

業として，その僧侶による独占を主張していたものと思われる。学区総監の掛からその後何度か
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「調民学校」への僧侶の協力やその管狸に関する続部案が提示されるが府主教側はζれをー質し

て拒否し続けた。

キーエフの府主教は，前節でみたリトヴァの府主教見解にも間意せずに，その後超乙っていた

事態，つまり，学区総監のもとの地方教育行政機関が，教会付属学校を強引に「園民学校JIζ転

換しようとしている事態に触れ，学区総監を強い調子で批判した。「あらゆる国民学校は，正教

管I:K監督局の記録l乙明らかなように， -f9Ijを除けば，新らたに開設されておらず，一方過去に教

会付麟学校であったものが改められ，正教監督庁の長の情意を経ないまま，また，地方の教区白

許可もなしに，省の学校へと改名されただけのものである。そ乙には， ζれを管理している者逮

の少なからぬ寄附や労働があったのである。これは， 1862年 1月18日付の最高命令に反するもの

である。そしてもし，これらの学校がその時点から，貴下〔学区総監一一筆者〕の，あるいは，

貴下に属する者の手元にあってその教育部門のあらゆる負担がそれらにかかるものとなり，我々

の所有物でなくなったのであれば，まず，自己の新しい獲得物〔国民学校をさす一一筆者〕の内

的建設にとりかかるまえに， 1862年 1月18日の最高命令の廃止を付した，我々からの我々の所有

物のかかる移譲に関する最高決定を(ツアー 1)，乙)請顕し，我々に提出したらいかがか7)Jと。

ここにみられるとおり，府主教の{閣は， 1862年 l丹18日の最高命令に立ちかえって，あくまでも，

その第 l項にのみ従って，僧侶自らが建設した膨大な数の教会付属学校を，自らの管理のもとに

おくことを主張し，これを侵食する教育省側への強い不満そ現わし，両者の対立は一層激しいち

のになった。ここでは北西部諸燥にみられるような椙互援助の「共存」関係は成り立たなかった。

と乙ろで，他の南西部諸県の，つまり，ポドリスクやヴォ Jレィニの主教や大主教がこのキーエ

フ府主教と同様の姿勢をとり続けていたのかといえばそうではなかった。むしろ訴者は，初等学

校の管環を教育省に一括して委ねる乙とさえ主張していた8)。ポドリスク管区主教は，以下のよ

うに述べていた。 f何故l乙村落学校が常に教育省の管轄にち正教監督庁の管轄にも存在すること

を望むのか，また，それらをなぜ一方の教育省の管轄に龍いてはならないのか理解し難い，二つ

の権力がもしそれらの考えにおいて一致しないのであれば，必要な場合に，両者の閉に衝突が起

こり互いに面倒を起乙し，成功を遅らせることになるであろう。もしかりに，僧沼権力iζ村落学

校の管理を許す ζとでそれらをキリスト教道徳のより大きな温床とし得ると考えるなら，これは

到底実現不可能な願望である。というのも 7歳から10歳あるいは12歳の子どもの道徳性について

語る乙となど全くもって寄妙な乙とで，本質的にはキリスト教道徳は熟年のA.々のもとにおいて

のみ可能なのである9)Jと。このような見解が先の最高命令の意志に対しでも，あるいは，政府

の初等「国民学校」政策における僧侶・神の法教授の位置づけにもそぐわないもので、あることは

明らかであった。乙のポドリスクとヴォ jレィニの最高僧の両見解に対し， ζれらの文書が直接教
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育省のもとにも送られていたこともあって，宗務院総長はこれらに不満を表わしていた。「私は，

宗務監管庁の自的にとって，地方の僧侶権力の代表者が省と直接の交渉をもっζとがけっして望

ましいものとはみなさない。〔教育〕省が査聖の思いがけなく奥った見解から，高等の政府機関

における問題の検討の際に，教会にとってふさわしくない結論や宗務院が予め予定していると ζ

ろの指示の取り消しに関する方法をも導き出す乙とができるからである 10)Jと。教育省と宗務院

総長との対立についてはまた後にみることになる。

キーエフでは，学区総監と府主教という世俗官庁と宗務監督庁との対立に， 1863年春頃まで北

西部諸焦と問様の状況，つまり， rポーランド貴族Jの影響のもとで，内務省筋の農奴解放令実
施機関，農事調停官と僧侶の対立が加わって，複雑な様相を呈していた。

1862年秋，キーエフ府主教は，宗務院総長にあてた秘密文書のなかで次のように述べていたo

f農事調停官は，私のきいた噂によれば，あたかも彼らに諜せられた主題のどとく，総力をあげ

あらゆる手段をもって，郷書記や郷長を僧侶lζ敵対させながら，国民を僧{呂から引き離そうとし

ている 11)0 J乙乙で述べている事態は， 1863年の 1月に大規模な鋒起という形に発展するポーラ

ンドの民族解放運動を背景としたものであるが， ζのζ とについて，府主教がどの軽度の認識を

有していたか不明であるが，学区総監との対立が一方で存在する時点で，さらに「世俗の官吏」

が僧侶自らの任務を遂行するうえでの妨害となっていると考えたことは間違いないσ 宗務院総長

は，乙れに直接の返蓄を与えなかった。が，キーエフ総督がζの地の内務省関係者に対し次のよ

うな指示を与えていた。「地方農民の間に，ロシア語読み警きと正教教会の精神にふさわしい初

歩的な宗教教育を普及することへの妨げとなるような農事調停宮の行動には特別の注意を払うよ

うに12)Jと。北西部議県と同様に， rロシア語」と「正教教会の精神Jが，ポーランド・カトリ
ック勢力への対抗を意味していることは明らかであるの

1863年に入っても事態は変わらなかった。むしろ，ポーランドの大規模な民族解放運動との関

連で，事態は悪化していた。周年 2月号の『教育省雑誌Jには，キーエフの農奴解放令実施機関，

県農事委員会のもとに，学校建設に関する，かなりの訴状が送られている乙とが記されている。

その訴状の一方は，僧侶の側から郷裁判所と村落機関に対して，もう一方は，その逆の関係であ

った。村落機関が正教僧侶の開設した学校の建設に対して援助を拒んでいる前者の例は，先にみ

たようにその背景に「ポーランドj貴族出身の農事調停官がいたと思われるが，そのような事態

に僧侶が不満を表明したもので、あった。それに対して後者は，僧侶が村落諸国体のブリガヴォ-

jレ(決議)に基づく学校開設の手続きを無視して，自らのもとに学校を強行に開設しようとした

事態に対するものであった。

乙のような事態の解決に向け，教育省によれば，県農事委員会は，農事調停官iζ対し，次のよ

うな指令を出していた。 fキーエフ県では教育省によって開設された闘員学校が不足している乙

と，そして，僧侶によって設立された教毘の学校(1，300校以上)がそのいくつかの欠陥にもか

かわらず，農事調停官の側からの保護を受けるに十分な権利を有している乙とに鑑みて……14)J 

と，教湾省の鶴からの弁明を加える一方で，乙心地域では，内務省筋の農事調停宮と宗務監督庁

とが協力することを認めつつ，次のような内容の指示を紹介している。「農事調停官には，彼ら

が，教育省設立の学校がある地域を除いて，村田が僧{呂設立の学校の維持と建設において，僧侶

を援助するように，また，学校開設要求がある村落や小村落では，それらの学校を開設させるよ

うにするζとを指示する一方，正教管箆監督局に対しては僧侶への警告，つまり，僧侶が学校建

設の部門における事業において，国民の利益のみに従い強制的な形態の手段を用いず，村会の召
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集のために法規穂によって定められている規制を破らぬよう，僧{自に対する警告について，報告

することを指示した15)J。ζ 乙に明らかなように，教育省の「鴎民学校Jは，乙の政策の腹開の

軸からはずされている。ここでは，農事調停宮のテコ入れによって，僧{呂の学校，つまり教会付

属学校の設立，維持を援助することが予定されているのであった。その際に，障害となっていた

「ポーランド貴族j出の農事調停官が. 1863年3月以降，北西部諸県と同様に，ロシア人調停官

と交替されていく乙とによって，以上の指令に基づく政策展開は次第に軌道にのる ζとになる。

以上のような援聞の一方で、，この南西部議県での「国民学校J規制の作成の作業が行なわれて

いた。 1863年 1月に，ツアーりは北西諸部県と問様に，乙の地域での同規制の完成を促してい

た16)。ζれに応えて，キーエフ総督アーネンコフ (AHeHHI<OB)は，乙の地域の霞民教育i乙関する

方策を審議するために，自らを議長として，宗務監督庁と学務官庁の代表を召集して，特別委員

会を設置した。この委員会の提案では，宗務監督庁の学校と学務官庁(教育省)の学校について，

以下のような結論に達した。第 1，ζ，この地域では，初歩的教会付属学校と上級の模範国民学校

との二つの段階の学校を等しく有益なものとみなすこと，第 2，乙，前者の学校の経営は正教監督

庁の長の管浬下におき，宗務庁がこれを必要と認め，省が可能と認めた場合，省はそれらの改善

に向けて援助のみを行うこと，第 3，乙，上級の模範学校は，学務官庁によって設立され，その完

全な管理下にあること，第4'ζ，僧{自は神の法を教授することと生徒の「宗教・道徳的傾向」と

教員の「信仰と傾向Jを監視することであった17)。第 1より第3の点lζ明らかなように，学校の

種類，段階を明確に底分して，その各々の管轄庁に分担させるという案であり，両者を間質の

「国民学校」としない，ただし， ζれに優劣をつけず，等しく有益なものとみなすという，苦し

い妥協がそこにみられる。しかし， ζれは，明らかに1862年 i月18日の最高命令に反するもので

ある。乙の提案は，大臣評議会で検討されるが，結局成立せずに終わる。大臣評議会では，教育

省がこれに反対を表明していた。間省は，教会付属学校もあらゆる種類の私人立の学校と開様に

学務官庁の実質的な監規下に従属さすべき ζと，さらに，教育省には下位の初歩的学校を同様に

設立させることを予定すべきであること，このことは，他の地域において省が管轄している初歩

的学校との関連からぜひとも必要であった，を主張していた18)。

こうして，南西部諸燥では，宗務監督庁と教育省の関係は並行線のまま捻移することになり，

両者の政策は各々個別に展開せざるを得なかった。その結果，南西部諸県での「国民学校jは，北

西部諸県のように急増しなかった。教育省の報告によれば. 1865年 1月1B'ζ至っても，わずか

に44校(生徒数，これは1864年 l月1日の数で707人)が新設されたにとどまっており，同じ時

点で，北西部諸県では. 659校(生徒数21，502人)に達していた19io

1864年 7月には，いわゆるゼ、ムストヴォ諸県の初等冨民学校規程が成立する。従って.r国民学

校jの制度的基擦がないのは，南西部諸県のみとなっていた。ゴローヴニン教育相は，その成立

を岳指すが宗務焼総長からの強力な反対に合って 結局，彼の在任中には果たされなかった。彼

は. 1866年4月にこのポストをおろされるが，その lケ丹前lζ，南西部諸祭の学校事業建設の法

案を提出し，教脊省の「国民学校jと教会付属学校の f合流Jを提案し，そのための学校協議会

の設震を提案した。これに対しては，前年 6月iζ宗務院総長に就任したトルストーイ (TOJICTO詮，

瓦.A.) は，教会付騎学校を1864年初等国民学校規程におけるように学校協議会の管理下に置く

こと 20)，ζ反対しつつ，南頭部諸県での僧{呂の国民教育における事業の成功と.{，普{呂が本来的lζ有

する特典と任務について，以下のような見解を示した。

「南西部地方の鴎民教育の場での〔僧惜の一一筆者〕事業は，教育省によって維持されている
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国民学校と教会付属学校とが合流すべきであるというような考えを導くものではない。 ζの件で

の僧侶の功績は疑う余地がない。僧侶は学校の全域的な開設に態態からのどんな補助も受けずに

たずさわって来たのであり，ほとんどそのために自己の財源より，現在のと ζろ限られたものだ

が，寄鮒を行って来た。 ζの課題l乙，国家の財源からの補助はいっさい受けずにである。にもか

かわらず，多年にわたる私欲のない疲れを知らぬ奉仕によって， 3，869校の教低学校が南西三燥

に設立，維持されるまでになったのである，教育省がこの同じ地域で全部で51校，しかも乙れら

の学校は菌庫によって維持されているそのような時にである21)J 

「正教教会は，祖国ロシアの起源を守り護持して来たし，その精神において我が留の牧舗をも

育成して来た。我が教会によって護持されて来たところのその最も根源的な原理は不変であり，

その放にその〔教会の一一筆者〕従者は，しばしば自己本位の信念に惑わされ政府や国家にとっ

ては常に有益であるとは隈らない国民のその他のすべての教員に先んじる，議論の余地のない特

権を予言に予言するものであろう 22)パ

以上のように，南西部諸燥の僧侶，教会の事業を，また一般に僧侶の掴員教育における意義を

高く評価しつつ，徹麗して教育省の高西部諸県における事業を批判した。そして彼は，最後に，

ゴローヴニン教育大臣の学校協議会設震に関する鑓案に対して，自らの提案を対置した。

「予定されている合流への動機というのは，学校建設における現在の二分が，それらの〔学校

の一一筆者〕道徳的影響を弱め，その事業を無カなものにしてしまうであろうという危慎の現わ

れである。かかる学校の影響力の弱まりは，それらの宗教道徳的傾向の差によってのみ生ずるも

ので，それらの学校建設の統ーによってもたぶん生じるであろう O 統一の達成には，異種の，し

ばしば対立する要素の一つのものへの合同では不十分である。管理の統ーはまだ傾向の統一では

ない。乙の傾向の統一は以下の如く達成すべきである。それは，管理の合同ではなしに，学務官

庁の者が常J乙僧侶の牧師が行うがごとくより厳格に正教の精神にのっとり国民の教育を導くこと

によって達成されるのである向。j乙乙に明らかなように.r統一」の内容安問うことで， r国民
学校」の南西部諸県での主要な課題であった宗務臨・僧揺による宗教道徳教育の普及の課題に，

国民教育を，あるいは，教育省が普及しようとすると ζろの初等教育を引きつけようとしたもの

であったが， ζのζとは陪時iζ.00民教育における教育省の位置を著しく低めるものであった。

結局，南西部諸県における「国民学校」規制は，ゴローヴニン教育大患の在任期聞には成立せ

ず，ようやく 1869年5丹26日に.rキーエフ，ポドリスク，ヴォルィニ諸県医民学校規程Jとし
て成立することになる。それは， 1866年4月から教脊大霞を兼務することになった宗務践総長ト

ルストーイのもとにおいてであった。

j，I 

1) OKMHn)， 1862，地 2，OT丘・ lV，CTp. 75. 

2) M8JIHHOBCK刻詮， H. n.. yK83. CT8TbH， CTp. 67. 
3) <況(MHn).1862， ]も 8，OTえ.IV， CTp. 177. 
4) M8JIHHOBCKH員， H.n叶 yK83.CT8Tb耳， CTp. 70. 
5) TaM :lKe， CTp開 71.

6) 4apHOJIyα凶，B.礼“H8'l8JIbH偲 06pa30B8HHeBO BTOpofi 1l0JIOBHHe XIX CTOJIeTHSI"， l1CTOpHSI 

POCCl冊{B XIX BeKe， TOM 7， cno.， 1909， CTp. 128. 
7) MaJIHHOBCK班員， H.n叶 yK83.CT8Tb払 CTp.72. 
8) TaM :lKe， CTp. 72目 73.

9) T8M :lKe. 
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10) TaM >Ke. CTp. 73. 

11) TaM >Ke. CTp. 71. 

12) TaM >Ke. 

13) OKMHm. 1863.地 22.0T，ll.IV.町 p.124-125. 

14) TaM >Ke. CTp. 124. 

15) .TaM :1拡e.町 p.124-125. 

16) POi証.lleCTBeHαu繭.C. B.. yKaa. COq.. CTp. 469. 

17) .TaM >Ke. 

18) TaM >Ke. 

19) YKaa. CO札.06aop ，lleHTenbHOCTH MHHHCTepcTBa Hapo.llHOrO npocBeUUe捌 H....np即0>証e聞 'e，町p.

324. 

20) 1864年7月14811:成立した初等国民学校規程における僧侶，教会付属学校の位讃づけについて若干，触

れておかなければならない。 1864年の間続稜では. 1863王手の北腹部諸県の磁時規制と何様iζ，国民学校

の宗教道徳的傾向の監筏を教区司祭の任務としまた神の法教授を同湾祭が担当する乙とを規定(向規

程，第15条.17条)しまた，学校協議会代表委員として地方僧侶の長が関与する乙とも規定(向，第

19条， 20条)しているが，同趨時規制と決定的に違う点は以下の点である。すなわち，乙の初害事国民学

校規程における「初等民民学校Jのひとつとして教会付潟学校を燦定(第2条)している点であり，他

の省庁の学校とともに，教管省の代表委員が関与している学校協議会の管理下にそれを鐙いた乙とであ

る。つまり，乙こでは，教会付属学校の僧侶の排他的な管理権がくずされているといわなければならな

い。 ζの規緩が成立する過程にそくして， ζの賂題は検討されなければならない。乙れは別の機会にゆ

ずるo

20 PO>K，lleCTBe百αt班員.C. B.. yKaa. CO弘.CTp. 470. 

22) TaM >Ke. CTp. 481. 

23) T畠M>Ke. CTp. 481-482. 

むすびにかえて

以上の乙とから，我々は次の点を確認することができる。

まず第 1~乙，ツアーリズムは，その体鱗の従属下にあったま教教会による農奴解放前からの学

校事業に，乙の1860年代には，初等学校 cr国民学校J)の位麓づけを与え，乙れ以降，教育省と
ともに，イ曽{呂・宗務監督庁が初等学校を管理していくことを確定した。ロシアでは近代への転換

期に，ツアーリズムは教会との結びつきをさらに強め，その教会とともに教会付属学校を，その

体制の精神的支柱として利用し，その強化を闘っていくことを明確に意識するようになったので

あり，ソビエト教育史学のいうようなそれ以前の形態，内容のものをそのまま「混存」させる ζ

とを目ざしたのではない。

第 2~乙，以上の教会付属学校の普及は，いわゆる西部諸燥での政治的動向，並びに，教育省の

「悶民学校」開設の事業と密接に絡んで実現されるζ とになる。 1862年 1丹18日のツアーリの最

高命令「霞民学校の所属についてJ~ζ規定されながら，西部諸県の二つの地域，北務部諸県と南

西部諸県における初等学校政策は，各々，教育省主導の「国民学校j政策と僧侶・宗務監督庁主

導の教会付属学校普及策として，展開することとなった。こ ζでは，教育省の初等学制改革の側

からみれば，教会付属学校との関連において，三つの改革が成立することとなる。 1863年の北西

部諸県の「国民学校臨時現制J.1864年のゼ、ムストヴオ諸県の「初等国民学校規程J.そして.1869 
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年の南西部諸県の「国民学校規程jの三規程l乙体現されるところのもので、ある。このような分離

は，農奴解放令公布前後にすでに，北西部諸県と南西部諸県での初等学校政策のイニシアティヴ

の違いとして，その芽は現われていたものの，教育省では全く予期していなかったことであった。

ポーランドでの民族解放運動の影響のもと，農奴解放後の西部諸県での政治動向の変化，つまり，

「ポーランド貴族」を中心とする解放運動の活発化やポーランド貴族やカトリック教徒による

校開設の動きが，ツアーリ政府の初等教育政策の具体的な展開を促し，それぞれの条件のもとで

展開された政策そのものが，改革として追認される結果となった。

遜って考えるなら. 1861年以降の初等学制改革の過程について次のようにいうことができる。

ツアー 'J政府内では1861年中頃に，世俗官庁の初等学校を教育省のもとに集中させ，そのもとで，

全国の国民学校設立計画を将来において実現するという方向が現われていたが. 1862年 l丹には，

これを僧侶，宗務監督庁の開設による教会付属学校によって補完しつつ，設立普及を園るという，

初等教育行政の二元性を認め. 1863年の初めには，教宵省と宗務監督庁の両者の関係のヴアリア

ントを追認しつつ，初等教育行政の三区域を設定していくというのが，農奴解放令の公布以降，

1864年の初等国民学校規躍の成立に至るまでの初等学校政策・改革の最も主要な過程である。

1864年の初等国民学校規程の検討は，乙の過程に据えて行なわれるべきであるが，これは，今後

の課題である。

<資料>

「ヴィ jレノ，コヴノ，グロドノ， ミンスク，モギリョーフ及びヴィーテプスク諸祭国民学校臨

時規制J.1863年 3月23日裁可。

第 1条 ヴィノレノ，コヴノ，グロドノ， ミンスク，モギリョーフ及びヴィーテプスク諸県のあ

らゆる国民学校の管理のために，ヴィノレノ，ポニェヴェ、ン， ミンスク及びヴィーテプス

クの各市に，国民学校管理局が設置される。

第2条 各管理局は，学校協議会の統制下にある。協議会はその管轄下に，管理局の下l乙存す

概してあらゆる国民学校を有する。また，各管理局は，然るべき場合に，学務iζ関し自

己の提案をもって，学区総監と交渉l乙入る。

第3条 学校協議会は，国民学校管理宮の資格を有する議長と，内務省，国有財産省そして地

方正教管区監督庁からの協議会員，及び，盟民学校視学官から構成される。視学宮の内

には，総監と正教管区の長との合意lζ基づき，宗務監督庁の者も含まれ得る。視学宮の

数は，地方の必要に応じて決められるが，可能な限り，各人につき50校以内をその割合

とする。 ζの他，カトリック教徒住民のために設立された学校の業務に関しては，必要

な場合に，ローマカトリック教信仰宗務監官庁の者が，ローマカトリック司教の選択に

吃、じて，協議会の議長として招請される。

第4条 管理官と視学官は，正教管匿の長との合意に基づき任命される宗務監督庁の者を徐い

て，前者は学区総監の提案lζ基づき教育相によって，また，視学宮は学区総監によって，

在命される O

第5条 学校協議会は以下の任務を有する。

(1) 管理局下の概してあらゆる国民学校での教授に対する監視，それは視学官による司

能な限りの個々の学校への視察を通じて行なわれ，視学官はその視察結巣を協議会l乙
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報告する。

(2) 新しい学校やその分校の開設並びに既存の学校の改善に関する監督。

(3) 都市諸国体や村落諸問体による新学校開設への許可。

(4) 学校への教授用品の調達。
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(5) 教育省及び国有財産省の管轄下にある国民学校への教員，女教員の任命と都市諸問

体及び村落諸団体が自己の学校の教員，女教員の職lζ選んだ、者への承認。

(6) 奨励に領する教員への賞与及び扶助を学校経費から指定することにつき学区総監に

提案すること，また，思想穏健ならざるその理由が確認される者の却座の免職。

(7) 学校の閉鎖が必要な場合，それについて，総監及び当該の諸庁の長に，提案する乙

と。

(8) 学校へ，自己の措置を田章によって伝達し，それらを学区総監，県総督，県知事，

地方管区諸主教及び匿有財産省管理局長に提出すること。

(9) 管理局下の国民学校の状態に関する年次報告書の上記の者への提出。

柱。) 必要な場合，学務に関し，すべての管轄庁及び人物との交渉。

第 6条 これらの任務の遂行に際し，各省との合意を経て教育相によって承認される宮司令を遵

守する。

第 7条 国民学校は，協議会のコントロールのもとにあって，協議会は視察のために視学官を

派遺するが，学校はあらゆる穏類の定期的上申書や報告書の提出を免除される。これに

関する必要な資料は，視学官が学校を視察するその場で収集される。

第8条 管理局下の学校の最も適切な視察のために，視学官の間で区域を分けるζとができる。

第9条 協議会は，国民学校に関するあらゆる議題を管狸官の名において受理し，すべての議

題は多数決によって決せられる。票の同数の場合，議長の票が優勢を決す。協議会での

事務手続きは学長E総監によって設定される。

第10条 盟有財産省は，その自らの判断によって国民学校を設立し閉鎖する。都市諸団体及び

村落諸団体は，学校の開設につき，協議会にその許可を請い，学校の閉鎖が必要な場合，

乙の件につき自前に協議会に報告する。

第11条 国民学校は，地方の見解や要請に応じて，教育課程を自らのもとで設定するが，しか

し，そのプログラムを学校協議会の認可を受けるために提出しなければならない。

第12条国民学校の教育課程の科呂は以下のとおり。

a) 神の法(簡易教理問答及び聖史)

6) ロシア語，世俗語審物と教会審物の読み方と警き方

的 算術初歩的四目IJ計算

r) 教会歌

以上のすべての科目は，関学校においては，教育省あるいは宗務監督庁によって，そ

の所轄に応じて，認可された指導警に従って教授されねばならない。

第13条 国民学校には，あらゆる身分の子弟が信仰の別なくその入学が許される。

第14条 神の法は，教区司祭によってあるいは学校協議会の提案に従い正教管誌の長の承認を

た特別の神の法教員によって教授される。

第15条 正教信仰の住民のために設立された学校では，教思司祭は，学校における宗教・道徳

的傾向全般にわたって監視し，必要な場合，自らの晃解を教員あるいは学校を管理して
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いる者iζ伝える O もし，これらの見解が尊重されない場合，教思司祭はこれにつき学校

協議会に報告する。

第16条 国民学校での授業料徴収の制定は，これが可能でかつ必要と認められた時に，また，

その免除は，学校の維持を負担している当該の管轄庁及び間体の判断に委ねられる。

第17条 先に列挙した諸県の国民学校での教捜は，ロシア語で行なわれる。

第18条 ローマカトリック教信仰に属す子弟に対しては，神の法は，その神の法教員によって，

その地方の方言で教授される。

(以上)


